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科学技術基本 計 
下雲 事 」 力ざ 

0 下田隆二 ( 東工大 ) 

第 3 期科学技術基本計画の 政府研究開発 投 目標 2 5 兆円についてほ、 その実現を期待する 声もあ る一方で、 

より一層の投資の 効率化。 重点化が必要との 指摘もあ る。 究 開発投資に関しては、 第 工期、 第 2 期の 

計画においてそれぞれ 投資目標が掲げられてきたが。 第 j 2 期の間で十分社説明もないままに 目標の 

的 内容が変更されていることはあ まり知られていない。 また、 第 2 期の目 を 踏襲した第 3 期基本計画の 策定 過 

程の議論により、 実態以上に予算が 増え巨額な投資がなされてきたとの た 印象が一般に 定着し、 この印象が 

研究費バブル 論や投 重点化論に実態に 見合った以上の 説得力を与えている 可能 陸 があ る。 本 発表では、 投資 目 

標の内容の変化の 過程を分析するとともに、 実態に即した 冷静な政策 論の展開の重要性 卸繍商 する。 

㌃ @@ 

刀 ム   の関連の記述で 見る ( フ 」 

0 5 年度の第 2 期に 2 1 兆円強が投じられた。 第 3 期には前期を 約 

( 注 ) 引用にあ たり相数字の 表記を、 洋 数字に変更している。 

及 

  

  

科学技術基本計画における 政府研究開発投資目標 こ 関する一般的な をは 。 「第五期の目標が ヱ                         
これが第 2 期では 2 ほ兆円となり、 7 兆円増の目標設定となった ，実績 は乞召 兆円に至らず 2 1 兆円であ ったが、 

それでも 第 工期に比較して 堆 兆円の増加であ った " 第 3 期では 2 項兆円を超える 2 5 兆円の目標が 掲げられてい 

る " 」というところであ ろう。 以下でほ、 その理解が実態を 正しく反映したものであ るか否かを検証していく ， 
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を 引き上げるとの 考え 

とすることが 必要であ 

  の 予算であ り。 第 

されておらず。 国 ( 中央政府 ) 
のみの数値であ ったことを、 まず、 確認、 しておきたい。 

第 2 期基本計画においては。 政府の投資の 拡充等に関する 項目で 

「政府研究開発投資については、 第 2 期基本計画期間中の 対 G む 比率の推移を 見ると、 欧米主要国旗低下 
傾向が継続する -- 方 、 我が国は着実に 増加し、 現時点では、 ほぼ同水準に 達しっつあ る。 しかしながら。 ム 

後 とも欧米主要国の 動向を意識し、 かつ 第 工期基本計画の 下での科学技術振興の 努力を継続して L 。 くとの 

点から、 第 2 期基本計画期間中も 対 G つ戸 比率で少なくとも 欧米主要国の 水準を すること 力 ; 求められて 

いる " この上場合。 平成 S 年度より 鱒 年度までの政府研究開発投資の 総額の規模を 約 24 兆円とすることが 
必要であ る。 」 

とされ だ " 

第 2 期基本計画中には。 政府研究開発投資の 定義や。 その内容が何を 指すかの説明はなく、 これが「科学技術 

関係経費」を 意味するとの 記述もない。 また、 政府研究開発投資と 科学技術関係 軽 との関係、 「政府研究開発 
」が 国 ( 中央政府 ) のみか、 地方公共団体分を 含むのかの記述もない。 従って、 基本計画の「政府研究開発 

2 項兆月」の記述自体 は 、 策定時点では 内容についての 解釈の余地を 残したものであ ったといえる。 しかし。 

期 基本計画策定の 当初においては、 第 2 顛の目標の 1 7 兆円が第 2 兆円と 7 兆円も増えたとの 印 

多くの科学技術関係者や 一 - 般に与えられてきた " また、 このような に 否定する記述は 基本計画中 
にはなかったといえる。 

200 2 年度の科学技術関係経費の 集計において、 文部科学 省は 。 その数値を取りまとめて 公表する資料にお 
        第 2 期科学技術基本 計酎こ おけら「政府研究開発投資 : とは、 国の科学技術関係経費と 地方公共団 閃 こ お 

ける科学技術関係経費の 合計であ るどの説明を 行った。 ， 。 ここで。 第 2 期基本計画における「政府研究開発投資」 

に 、 これまでにない 説明が与えられたのであ る " 政府の科学技術関係経費は、 省庁再編の以前には 科学技術庁が 
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  科学技術政策研究所、 三菱総合研究所「 第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の 政府研究開発投資の 内容分析」平成 15 年度調 
査 報告書、 卸 4 、 2 ㏄ 4 年 5 月 

  第 2 期科学技術基本計画 策 1 章 念 5. 科学技術振興のための 基本的考え方 は ) 政府の投資の 拡充と効果的。 効率   
4 文部科学 省 報道発表資料 h 、 tP     //w 辮 ，㎎ xt 笘 o.jp/b  ㎎ nu/houdou/13/11/011125.htm はか 
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体 のものも含まれる。 」と説明されている。 http:/ 八 A 。 wow.mext.g0..10 ル 一随 nu 用 oudou/ 騰八が 041W 笘 0t         
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集計していた 経緯もあ り。 省庁再編後は 文部科学 省 がその数値を 集計している。 同資料によれば、 平成 毬 年度 

の 当初予算べ ー スで 国 ( 中央政府 ) の科学技術関係経費は 3 兆 4 70 億円であ り、 地方公共団体における 樺学 

技術関係経費は 俺 在 億円であ るとされた。 この説明を前提と おけら「政府研究開 

発 投資」の目標は 国 ( 中央政府 ) の科学技術関係 経 加えたものとなる " 

この説明は 3 つの点で間 を 含んでいた。 まず、 科学技 ぅ のかという点であ 

る 。 この ょう な重大な内 は 、 総合科学技術会議 自 事務局が解釈し 説明 

すべきものであ ろう。 

第 2 点目は、 第 1 期 基本計画から 第 2 期基本計画に 力、 けて投資目標が 7 兆円純増したと 

にとっては、 その目標が地方公共団体負担に 相当する 額 二ついて切り 下げられるものとなった 点であ る。 第 1 

基本計画が。 国 ( 中央政府 ) の予算の集計のみであ ったことに対し、 第 2 期基本計画では、 地方公共団体 分 の 子 
算も集計しているからであ る " 

3 点目は。 更なる目標の 切り下げが行われたとも 考えられる， あ る。 第 2 期計画の 
外国との比較が 常になされ。 その比較には 国際比較が可能な CD のマニュアノ ン @ こ 

が餐 糊 こなっていた。 このことを考えると、 第 2 期基本計画における「政府研究開発 

図 されていたと 考えることが 妥当と考えられる。 とずれば政府負担 

値を 。 これと乖離する 科学技術関係経費の 目標数 轍こ 置き換えていることは、 第 2 点目に加えた 更なる目標の 切 
  下蝋 こなっているともいえるのであ る " 

計画案へのパブ ぴツタ コメン 

総合科学 
科学技術基本計画の 表記 
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第
 工 科学技術をめぐる 諸情勢 
( 互 ) 科学技術施策の 進捗状況 

第 ] 期 基本計画では " " 。 。 また。 垂肘 

ものの最終的にはその 目標を超える 額 

を 実現した。 

続く第定期基本計画期間において   
その上で、 平成 1 3 年度から ヰ訪廣 1 7 字 

度 までの 5 年間の政府研究開発投資の 
総額の規模を 第工期基本計画以上の 約 

ユ旦 %@ として掲げ、 。 " 科学技術の戦 
略的 重点化と科学技術システム 改革を 

目指してきた。   

ム 
ム 対応 
パブリックコメントでの 意見 

( 意見 ) 
政附 研究開発投資の 総額の 
を 約二 7 兆円」を「科学技 

術 関係経費の総額の 規模を約 1 

7 兆円」又は、 「政府研究開発 投 
資 ( 地方公共団体分を 除く。 ) の 

総額の規模を 約 i 7 兆円」と 修 

正すべき " 

また。 「き年間の政府研究開発 
投資の総額の 規模を第、 期計画 

以上の約 2 項兆円として 掲げ」 

を ㎏年間の政府研究開発投資 
の 総額の規模を 約 2 % 兆円 ( 地 

方 公共団体分を 含む。 ) として 掲 
@ 」と修正すべきであ る " 

意見に対する 

専門調査会の 考え方 

ご指摘のとおり、 第 1 期と 

案では「政府研究開発投 

資」の表記でそろえまし 

されてきた経緯があ りま 
すが、 いずれにせ よ " 第 2 

期計画で掲げた 投資総額 

の規模は第工期より 増え 

ていますから、 原文の表記 
は 適切であ ると考えます。 

資料総合 %. 学 技術会議基本政策専門調査会 ( 第ぇ B 回 ) 配布資料 ぇ 「『科学技術に 関する基本政策について 9 

) 」に対する御意見募集の 結果について、 5 年上 2 月 2 ユ日 
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このような文音 瞬斗学 省の解釈を追認し、 第 3 基 (D 科学技術基本計画に 関する審議の 過程でこれを 最終的に確定 

したのは総合科学技術会議であ る。 総合科学技術 議していた第 3 基の科学技術基本計画の 案でほ 、 政 

研究開発投資 2 5 兆円という目標を 掲げた第 3 期科学技術基本計画の 審議過程の最終段階において、 パブリック 

コメントの機会が 与えられた。 

置き換えて表現している 計画案に関する。 上に述べたような 問題認識に基づくコメントに 対し、 総合科学技術会 

専門調査会の 回答は。 五調 こ 示すものであ った く 

策 立案の関係者は、 第 3 期の 1 7 兆円の目標を 第 2 段メト 円 としたという 
することに よ り、 7 兆円を伸ばすという 目標を掲げ、 実績べ ー スでも 崔 兆円伸ばしたという 印 

いるのであ る。 このような印象が 形成されていることは 前に紹介した 新聞の論調でも 明らかであ る。 また、 この 

ような新聞論調の 読者は、 科学技術関係予算が 大幅に伸びたとの 印象を強くすることであ ろう。 

しかしながら、 実態はこの ょう な印象とは異なる。 総合科学技術会議の 科学技術基本計画の 策定 過 

示されるよう @ こ 、 第 1 期の実績は国 ( 中央政府のみ ) で ] 7. 6 5 兆 W であ った " 。 また、 第 2 期の国 

の 科学技術関係 経   ァ 6 兆 H 、 地方公共団体の 科学技術関係経費は 2. 3 3 兆円で、 合計 2 

円であ る ( これが、 実績の約 2 i 兆 R@ こ る )" 国 ( 中央政府 ) ス では ]., 正工 兆円程度の伸びにとどまっ 
ている。 もちろん。 この伸びも財政事 ゃ青 しい時 @ において @ の 措置ではあ るが、 工 7 兆円を基準にして 

の 7 兆円増、 あ るいは れ 兆円増 い 7 兆円から 2 i 兆円 へ ) が 与える印象とは 大きく異なると 思われる。 このよ 
うな印象が、 科学技術関係予算の 抑制議論や。 研究費バブ ノ靖令 に勢 いを 与え、 研究費が大幅に 拡充されているか 

らその重点化を 図るべきだという 議論に。 実態以上の勢いを 与えていると 考えられる。 

目標の意味のように 第 2 期科学技術基本計画の 内容の重大な 解釈は、 総合科学技術会議自ら 
。 これを文部科学 省 @@c 依存し、 その解釈を追認する 総合科学技術会議及びその 事務局の対応 

は 、 科学技術政策の 総合司令塔を 任ずる組織として 適切なものであ ると泣いえない。 また。 総合科学技術会議自 
らもかかわった 予算増加の外部への 実態以上の印象づけが、 科学技術関係予算抑制論。 研究費バブ ノ輔ぬ 。 研究 プ 

口ジヱ クト重点 ィヒ 論に、 実態以上の勢いを 与えていることが 考えられる。 このような状況が、 科学技術政策の 立 

案 過程 @ こお Ⅴ 、 て 実態 @ こ基 づく冷静な分析とこれ @ こ基づ 論 がなされることを。 阻害しているのでほ な 

余 される。 加えて、 総合科学技術会議が。 このような に 乖離した印象づけを 放置し、 あ るいは。 こ 

ちする行為 け 、 長期的にみて 自らの を 低下させ る おそれがあ ることも指摘 
ため、 事務局機能も 含めた総合科学 実態に即した 冷静な政策議論の 展 巳及び専門性の 強化と、 

これを建設的かつ 批判的に支える 科学技術政策研究コミュニティの 存在が課 

ヱ 。 下田隆ニ，「 第 工期 及 期 科学技術基本計画に 究 開発投資目標について」，研究。 技術計画 
学会第『㌶ 回 年次学術大会 ; 

計画における『政府研究開発投資 ぬ 目標とはな @ こか ? 」， p 研究技術計画 9, 

3. ほ ，「科学技術基本計画における 政府研究開発投資目標に 対する                                         技術計画学会第 肝穏回 

年次学術大会講演要旨 集 d , 

' 総合科学技術会議基本政策専門調査会第 ぇ 5 回会合 (2005 年 1 1 月 2 み日 ) 資料 2 「「政府研究開発投資目標について」論点資 
料」 p4. 仇斡 :lvm 潮 WB.cao,90. 捷 /cstp/tyous 曲目八 ぇ hon/haihul5/siryo2. ㎡ ぞ 
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